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徳 島 県

徳島発の政策提言

｢一億総活躍社会｣ への処方箋
～日本の新未来創造に向けて～

（林野庁）
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「 徳 島 発 の 政 策 提 言 」

～ 「一億総活躍社会」の実現に向けて ～

昨年の国勢調査において，調査開始以来，初めて大阪府が人口減少へと転じており，
過密の度を増す「東京一極集中」の是正と加速する「人口減少」の克服は，現在，
国・地方を挙げた最重要課題の一つとなっております。

こうした中，国におかれましては，本年６月，「まち・ひと・しごと創生基本方
針２０１６」，「ニッポン一億総活躍プラン」等を閣議決定されますとともに，
９月１日に決定された「政府関係機関の地方移転にかかる今後の取組」では，徳島
県に，平成２９年度，消費者庁の新拠点「消費者行政新未来創造オフィス（仮称）」

を開設する旨を明記いただくなど，「地方創生」，さらには「一億総活躍社会」の
実現に向けた取組みを積極的に進めていただいております。

徳島県では，今後，この「新拠点」と協力しながら，本県の先駆的な「実証フィ

ールド」を活かした新たなプロジェクトを展開し，新次元の「消費者行政・消費者
教育」を全国に波及・拡大できるよう，また，「テレワーク」や「サテライトオフ
ィス」といった「働き方改革」への挑戦を続け，「一億総活躍」の全国モデルを
発信できるよう，「創造力・実行力・発信力」をもって全力で取り組んで参ります。

一方，農林水産業の成長産業化をはじめＴＰＰによる国際競争激化への対応，
熊本地震など多発する「直下型地震」や刻一刻と迫る「南海トラフ巨大地震」を
迎え撃つための国土強靱化など，国・地方を挙げて早急に取り組むべき課題も山積

しております。

こうした課題を克服し，「一億総活躍社会」を実現するためには，各地域で課題・
ニーズを分析のうえ，国・地方が連携・協力しながら，地域の特性や強みを活かした

「実証実験・モデル事業」などを積極的に展開していくことが必要不可欠であります。

そこで，今後の政府予算編成において，地方の実情が十分に反映されるよう，
このたび，「知恵は地方にあり」との気概と「国民目線・現場主義」のもとで，磨き

上げた「徳島モデル」の政策をしっかりと盛り込んだ「徳島発の政策提言」を緊急
に取りまとめました。

国におかれましては，「課題解決先進県・徳島」からの「一歩先の未来」を切り

拓く「処方箋」を十分にご検討いただき，「地方創生」と「一億総活躍」，ひいては
「日本創成」の実現へと繋がる政策を迅速かつ効果的に実行されますよう，ここに
提言いたします。

平成２８年１１月

徳島県知事 飯 泉 嘉 門
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「地方創生 本格展開！」


